
 平成１９年３月期　個別中間財務諸表の概要 平成１８年１１月６日

　上　場　会　社　名　株式会社　日　本　製　鋼　所 上場取引所   東 大 名 福 札
　コ　ー　ド　番　号　５６３１ 本社所在都道府県   東京都
（URL　http：//www .jsw.co.jp）
　代　　表　　者　役職名　代表取締役　社　　長 氏名　　永田昌久
　問合せ先責任者　役職名　経営管理部総務統括部長　 氏名　　渡邊久郎 TEL(０３)３５０１-６１２１
　中間決算取締役会開催日     平成１８年１１月６日 中間配当制度の有無　  有
　中間配当支払開始日     ---------- 単元株制度採用の有無　有(１単元1,000株)

 １. １８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 注）金額は百万円未満を切捨て

　(１)　経営成績

  売　   上　   高  営　 業　 利　 益   経　 常　 利　 益

　　　　　　　  百万円 % 　  百万円 % 　　　 百万円 %

１８年９月中間期 84,771 31.0 9,557 9,888 203.1

１７年９月中間期 64,688 15.7 3,325 3,262 239.1

１８年 ３ 月 期 145,555 12.0 10,223 139.3

中間(当期)純利益 1株当たり中間(当期)純利益

　　　　　　    百万円 % 円 銭

１８年９月中間期 5,990 175.3 16 13

１７年９月中間期 2,176 172.8 5 86

１８年 ３ 月 期 6,026 148.1 16 07

　（注）①期中平均株式数    18年9月中間期 371,298,390株　 17年9月中間期 371,328,895株　 18年3月期 371,321,026株

　　　　②会計処理の方法の変更　　有

　　　　③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　(２)　財政状態

総      資      産 純　　資　　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 　　   百万円 　% 円　　　　銭

１８年９月中間期 31.5 169 48

１７年９月中間期 31.5 148 49

１８年 ３ 月 期 33.5 163 05

　（注）①期末発行済株式数    18年9月中間期 371,289,472株　 17年9月中間期 371,320,065株　 18年3月期 371,306,175株

　　　　②期末自己株式数    　18年9月中間期　   173,564株　 17年9月中間期　   142,971株　 18年3月期 　  156,861株

 ２. １９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円      百万円

通      期 172,000

　　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）28円82銭

３．配当状況

・現金配当

第1四半期末

18年3月期 -

19年3月期（実績） -
19年3月期（予想）

＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。
　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記業績予想に関する事項は、中間決算短信(連結)添付資料６ページをご参照下さい。
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(１)－１ 比　 較 　貸　 借 　対 　照 　表

   平成１８年９月３０日現在
　( 単  位：百万円 )

科　　　　　　目 (H17年 9月30日現在) (H18年 9月30日現在) (B)  -  (A) (H18年 3月31日現在)

Ⅰ 

1 13,302 18,038 4,736 12,367 
2 3,450 4,238 788 4,209 
3 32,674 50,200 17,526 39,334 
4 43,496 46,291 2,795 43,892 
5 401 163 238 △      484 
6 7,000 － 7,000 △    － 
7 5,554 5,999 445 6,654 

98 △     69 △     29 48 △     
流 動 資 産 合 計 105,782 124,863 19,081 106,894 

Ⅱ

1

(1) 建 物 22,274 22,395 121 22,468 
(2) 機 械 装 置 11,269 13,190 1,921 12,143 
(3) 土 地 9,116 9,128 12 9,130 
(4) そ の 他 6,762 7,100 338 6,349 

有 形 固 定 資 産 計 49,422 51,815 2,393 50,092 

2 168 174 6 151 
3

(1) 投 資 有 価 証 券 11,560 13,867 2,307 14,483 
(2) 関 係 会 社 株 式 5,656 6,665 1,009 6,560 
(3) 長 期 貸 付 金 62 － 62 △       － 
(4) 更 生 債 権 等 9 9 － 9 
(5) そ の 他 2,693 2,453 240 △      2,608 

貸 倒 引 当 金 70 △     59 △     11 69 △     
投資その他の資産計 19,914 22,936 3,022 23,595 
固 定 資 産 合 計 69,504 74,926 5,422 73,839 

175,287 199,790 24,503 180,734 

Ⅰ

1 17,763 21,722 3,959 20,546 
2 18,714 24,787 6,073 20,477 
3 18,122 16,648 1,474 △    17,450 
4 7,000 － 7,000 △    － 
5 990 3,105 2,115 2,728 
6 9,424 24,038 14,614 10,115 
7 8,872 13,701 4,829 11,732 

流 動 負 債 合 計 80,888 104,003 23,115 83,048 

前 受 金

未 収 消 費 税 等

そ の 他

資産合計

(負債の部)

投 資 そ の 他 の 資 産

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

支 払 手 形

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

た な 卸 資 産

前 事 業 年 度当中間会計期間 (B) 前 年 同 期 比前中間会計期間 (A)

売 掛 金

(資産の部)

買 掛 金

社 債 償 還 資 金 預 け 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

流 動 負 債

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

一 年 以 内 償 還 社 債
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科　　　　　　目 (H17年 9月30日現在) (H18年 9月30日現在) (B)  -  (A) (H18年 3月31日現在)

Ⅱ

1 10,000 10,000 － 10,000 
2 19,381 11,393 7,988 △    16,517 
3 2,597 2,900 303 4,036 
4 1,623 895 728 △      347 
5 5,234 6,136 902 5,724 
6 423 1,533 1,110 456 

固 定 負 債 合 計 39,261 32,859 6,402 △    37,082 

120,150 136,863 16,713 120,131 

Ⅰ 19,694 19,694 
Ⅱ

1 5,421 5,421 
2 0 0 

Ⅲ

1 3,236 3,236 
2 14,285 14,285 
3 8,768 12,619 

Ⅳ 3,749 5,373 
Ⅴ △19 △28

55,136 60,602 
175,287 180,734 

Ⅰ

1. 19,694 
2. 5,422 
3. 34,213 
4. 41 △     
株主資本合計 59,287 

Ⅱ 評価・換算差額等

1. 4,902 
2. 1,264 △  

3,638 

62,926 

199,790

純資産合計

負債及び純資産合計

　　　負債及び資本合計

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

( 純 資 産 の 部 )

株主資本

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

評価・換算差額等合計

資 本 金

中間(当期）未処分利益

自 己 株 式

　　  資本合計

資 本 剰 余 金

前中間会計期間 (A) 前 事 業 年 度当中間会計期間 (B) 前 年 同 期 比

その他有価証券評価差額金

(資本の部)

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

任 意 積 立 金

資 本 準 備 金

資 本 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

負債合計

長 期 預 り 保 証 金
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(１)－２  比　 較 　損　 益 　計 　算 　書

自　  平成１８年４月　１日
至　  平成１８年９月３０日

　( 単  位：百万円 )

科　　　　　　目 　自　H17年 4月 1日 　自　H18年 4月 1日 (B)   -   (A) 　自　H17年 4月 1日

　至　H17年 9月30日 　至　H18年 9月30日 　至　H18年 3月31日

Ⅰ 64,688 84,771 20,083 145,555 

Ⅱ 52,858 65,702 12,844 117,041 

売 上 総 利 益 11,829 19,069 7,240 28,514 

Ⅲ 8,504 9,512 1,008 17,807 

3,325 9,557 6,232 10,706 

(売上高営業利益率) (5.1) (11.3) (6.2) (7.4)

Ⅳ

1 受 取 利 息 5 10 5 11 

2 受 取 配 当 金 475 483 8 507 

3 為 替 差 益 15 23 8 458 

4 雑 収 益 499 642 143 579 

営 業 外 収 益 計 997 1,160 163 1,556 

Ⅴ

1 支 払 利 息 430 315 115 △    780 

2 退職給付会計基準変更時差異 346 346 － 693 

3 雑 損 失 283 166 117 △    566 

営 業 外 費 用 計 1,060 829 231 △    2,039 

3,262 9,888 6,626 10,223 

(売上高経常利益率) (5.0) (11.7) (6.7) (7.0)

Ⅵ 70 28 42 △     102 

Ⅶ 329 202 127 △    640 

　　 税引前中間(当期)純利益 3,002 9,715 6,713 9,685 

　　  法人税、住民税 及び事業税 572 3,161 2,589 3,232 

　　 法 人 税 等 調 整 額 253 563 310 425 

　　 中 間 （当期） 純 利 益 2,176 5,990 3,814 6,026 

(売上高中間(当期)利益率) (3.4) (7.1) (3.7) (4.1)

　　 前 期 繰 越 利 益 6,592 　　　－ 6,592

　　 中間（当期）未処分利益 8,768 　　　－ 12,619

特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

当中間会計期間(B)前中間会計期間 (A) 前 事 業 年 度

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

前 年 同 期 比

営 業 利 益
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（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

19,694 5,421 0 5,422 3,236 3,385 10,900 12,619 30,140 28△    55,229 5,373 5,373 60,602

自己株式の取得
△ 13 △ 13 △ 13

剰余金の配当(前期
分) △ 1,856 △ 1,865 △ 1,856 △ 1,856

役員賞与(前期分)
61△     61△     61△     61△     

圧縮積立金の取崩
(前期分) △ 161 161 － －

別途積立金の積立
(前期分) 4,000 4,000△  － －

中間純利益
5,990 5,990 5,990 5,990

圧縮積立金の取崩
(当期分) △ 69 69 － －

株主資本以外の項
目の当中間会計期
間の変動額

△ 470 1,264△ △ 1,734 △ 1,734

合計 － － － － － △ 230 4,000 303 4,072 △ 13 4,058 △ 470 1,264△ △ 1,734 2,323

19,694 5,421 　　 0 5,422 3,236 3,154 14,900 12,922 34,213 △ 41 59,287 4,902 1,264△ 3,638 62,926

資
本
準
備
金

利
益
準
備
金

評
価
・
換
算

差
額
等
合
計

純
資
産
合
計

自
己
株
式

株
主
資
本
合
計

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額
金

繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

固
定
資
産

圧
縮
積
立
金

繰
越
利
益

剰
余
金

（自平成18年4月1日　　至平成18年9月30日）

（１）－３ 中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

利
益
剰
余
金
合
計

平 成 18 年 9 月 30 日 残高

当
中
間
会
計
期
間
中
の
変
動
額

平 成 18 年 3 月 31 日 残高

別
途
積
立
金

そ
の
他
資
本

剰
余
金

資
本
剰
余
金

合
計

資
本
金
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1．資産の評価基準及び評価方法
(1)　有価証券

① 満期保有目的の債券          ………………償却原価法   (定額法)          
② 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法             
③ その他有価証券             

    時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法
                       （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
                        により算定）
    時価のないもの………移動平均法による原価法             

(2)　デリバティブ
時価法

(3)　たな卸資産
① 販売用不動産・製 品・仕 掛 品……………個別法による原価法
② 原 材 料・貯 蔵 品……………………移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1)　有形固定資産

定額法。ただし、機械装置の一部は定率法。
主な耐用年数は以下の通りです。

建物及び構築物 ６～６５ 年
機械装置及び運搬具 ３～２０ 年

(2)　無形固定資産･長期前払費用
定額法。

３．引当金の計上基準
(1)　貸倒引当金

(2)　役員賞与引当金

(3)　退職給付引当金

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

５．リース取引の処理方法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数(10年)による定額法に
より費用処理しております。 数理計算上の差異については各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　役員に対して支給する賞与の支出に当てるため、支出見込額の当中間会計期間負担額を計上して
おります。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末日における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変
更時差異（6,936百万円）は10年による按分額を費用処理しております。

　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務について
は、当該為替予約等の円貨額に換算しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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６．ヘッジ会計の方法
(1)　ヘッジ会計の方法

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象
① 通貨

② 金利
金利市場連動型借入を対象に金利スワップにより、ヘッジしております。

(4)　ヘッジ有効性評価の方法

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1)　繰延資産の処理方法

社債発行費　…　支出時に全額を費用として処理しております。

(2)　収益及び費用の計上基準

(3)　消費税等の会計処理の方法
税抜方式を採用しております。

・中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
　　（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　　（会計方針の変更）
・当中間会計期間から｢役員賞与に関する会計基準｣(企業会計基準第４号　平成１７年１１月２９日）を適用

しております。

(3)　ヘッジ方針

売上高及び売上原価は原則として受注工事に係る製品の出荷及び工事の完了した事業年度に計上し
ています。ただし、長期の大型工事(工期が２年以上で、かつ請負金額が３０億円以上)については
工事進行基準を適用しております。

　輸出入取引及び資本取引に係わる為替変動リスク及び資金調達に係わる金利変動リスクを回
避するため、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っております。そのため、実需取引を原
則とし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

・当中間会計期間から｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣(企業会計基準第５号　平成１７
年１２月９日）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針｣（企業会計基準適用指
針第８号　平成１７年１２月９日）を適用しております。
従来の資本の部の合計に該当する金額は６４,１９０百万円であります。

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、キャッシュフロー変動の累計を比較し、両者の変動額
などを基礎にして判断しております。

　繰延ヘッジ処理によって行っております。なお,為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務な
どについては振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を
採用しております。

外貨建受注工事の受取代価及び外貨建購買品を対象に先物為替予約により、ヘッジしておりま
す。
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１．中間貸借対照表関係

　（１） 有形固定資産の減価償却累計額

　（２） 担保に提供している資産
①

　（３） 偶 発 債 務
①

　（４） 国庫補助金により取得した資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

２　中間損益計算書関係

　（１） 減価償却実施額
①
②

　（２） 研究開発費の総額

一般管理費及び製造費用に含まれる研究開発費

３．中間株主資本等変動計算書関係

　（１） 自己株式の種類及び株式数に関する事項

自己株式 （千株） （千株） （千株） （千株）

注）
合計

注）普通株式の自己株式の株数の増加16千株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。

90,495百万円

11,464百万円

【 注 記 事 項 】

有 形 固 定 資 産

保 証 債 務 残 高

有 形 固 定 資 産

機 械 装 置

3,728百万円

212百万円

無 形 固 定 資 産 17百万円

1,452百万円

2,025百万円

当中間会計期間末
株式数

普通株式 156 16 173―

前事業年度末
株式数

当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

156 ―16 173
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  (２)　リ　－　ス　取　引　関　係

　　（ 単 位：百万円 ）

　自　平成１７年　４月　１日 　自　平成１８年　４月　１日 　自　平成１７年　４月　１日

　至　平成１７年　９月３０日 　至　平成１８年　９月３０日 　至　平成１８年　３月３１日

１.　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら １.　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら １.　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

　 　られるもの以外のファイナンス・リース取引 　 　られるもの以外のファイナンス・リース取引 　 　られるもの以外のファイナンス・リース取引

  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計   （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計   （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

　　　　額相当額及び中間期末残高相当額 　　　　額相当額及び中間期末残高相当額 　　　　額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 減 価 償 却 中間期末残高 取 得 価 額 減 価 償 却 中間期末残高 取 得 価 額 減 価 償 却 期 末 残 高
累 計 額 累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

機 械 装 置 1,753 811 942 機 械 装 置 2,075 1,078 997 機 械 装 置 1,936 941 995

工具器具備品 1,695 629 1,066 工具器具備品 1,975 819 1,155 工具器具備品 1,781 621 1,160

合計 3,449 1,440 2,008 合計 4,051 1,897 2,153 合計 3,718 1,562 2,155

　（２）未経過リース料中間期末残高相当額 　（２）未経過リース料中間期末残高相当額 　（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以内 609 １ 年 以内 657 １ 年 以内 650

１  年  超 1,399 １  年  超 1,496 １  年  超 1,504

　合　計 2,008 　合　計 2,153 　合　計 2,155

　なお、（１）（２）の取得価額相当額及び未経過 なお、（１）（２）の取得価額相当額及び未経過

　リース料中間期末残高相当額が有形固定資産の期 同左 リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残

　末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込 高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

　み法」により算定しております。 により算定しております。

　（３）支払リース料及び減価償却費相当額　 　（３）支払リース料及び減価償却費相当額　 　（３）支払リース料及び減価償却費相当額　

支 払 リ ー ス料 302 支 払 リ ー ス料 359 支 払 リ ー ス料 621

減価償却費相当額 302 減価償却費相当額 359 減価償却費相当額 621

　（４）減価償却費相当額の算定方法 　（４）減価償却費相当額の算定方法 　（４）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

 する定額法によっております。 同左 同左

２.　オペレーティング・リース取引 ２.　オペレーティング・リース取引 ２.　オペレーティング・リース取引

　　　　　未経過リース料 　　　　　未経過リース料 　　　　　未経過リース料

１年以内 289 １年以内 361 １年以内 351

１  年  超 433 １  年  超 812 １  年  超 932

　合　計 723 　合　計 1,174 　合　計 1,284

（３） 有 価 証 券 関 係

前中間会計期間(平成１７年９月３０日現在)・当中間会計期間(平成１８年９月３０日現在)及び前事業年度(平成１８年３月３１日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。

前 事 業 年 度当 中 間 会 計 期 間前 中 間 会 計 期 間
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　　（ 単 位：百万円 ）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　については、潜在株式が存在しないため記載して 　については、潜在株式が存在しないため記載して 　については、潜在株式が存在しないため記載して

　おりません。 　おりません。 　おりません。

(注)１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。

（ - ） （ - ） （６１百万円）

３７１，３２１，０２６株

５，９９０百万円

３７１，３２８，８９５株 ３７１，２９８，３９０株

２，１７６百万円

６，０２６百万円

６１百万円

５，９６５百万円

１株当たり中間(当期)純利益金額

５，９９０百万円

-

２，１７６百万円

-

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額

普 通 株 主 に 係 る 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

期 中 平 均 株 式 数

（うち利益処分による役員賞与金)

　至　平成１８年　３月３１日

　自　平成１７年　４月　１日

　至　平成１７年　９月３０日

前中間会計期間 当中間会計期間
　自　平成１８年　４月　１日

　至　平成１８年　９月３０日

前事業年度
　自　平成１７年　４月　１日

　至　平成１８年　３月３１日

１４８円４９銭

５円８６銭

１６９円４８銭

１６円１３銭

前中間会計期間

　自　平成１７年　４月　１日

　至　平成１７年　９月３０日

(４) １ 株 当 た り 情 報

当中間会計期間

　自　平成１８年　４月　１日

　至　平成１８年　９月３０日

前 事 業 年 度

　自　平成１７年　４月　１日

１６３円０５銭

１６円０７銭
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（５） 部門別受注高・売上高・受注残高

（部門別受注高）

前中間期(A) 当中間期(B) 前年同期比
部　門 （平成17年度） （平成18年度） 増減（百万円）

 金額（百万円）比率（％） 金額（百万円）比率（％） (B)-(A)

鋳 鍛 鋼
20,413 23 27,402 26 6,988

(9,282) (10) (11,675) (11) (2,393)

鋼 板 ・ 鉄 構
24,795 28 31,090 29 6,295

(22,139) (25) (28,087) (26) (5,948)

樹 脂 機 械
25,974 29 27,034 25 1,059

(12,411) (14) (12,382) (12)  (△29)

そ の 他 機 械
17,667 20 20,732 19 3,065

(2,535) (3) (5,323) (5) (2,788)

地 域 開 発 事 業
789 1 944 1 155

      (  ―)     (  ―)      (  ―)    (  ―)     (  ―)

合 計
89,640 100 107,204 100 17,564

(46,368) (52) (57,467) (54) (11,099)

（部門別売上高）

前中間期(A) 当中間期(B) 前年同期比
部　門 （平成17年度） （平成18年度） 増減（百万円）

 金額（百万円）比率（％） 金額（百万円）比率（％） (B)-(A)

鋳 鍛 鋼
14,924 23 21,040 25 6,115

(5,885) (9) (7,502) (9) (1,617)

鋼 板 ・ 鉄 構
11,435 18 15,297 18 3,862

(8,629) (13) (13,243) (16) (4,613)

樹 脂 機 械
20,520 32 25,953 31 5,432

(10,079) (16) (13,701) (16) (3,621)

そ の 他 機 械
16,991 26 20,528 24 3,537

(2,995) (5) (2,228) (3)  (△767)

地 域 開 発 事 業
815 1 1,952 2 1,136

      (  ―)     (  ―)      (  ―)    (  ―)     (  ―)

合 計
64,688 100 84,771 100 20,083

(27,589) (43) (36,675) (43) (9,085)

（部門別受注残高）

前中間期末(A) 当中間期末(B) 前年同期末比
部　門 （平成17年度） （平成18年度） 増減（百万円）

 金額（百万円）比率（％） 金額（百万円）比率（％） (B)-(A)

鋳 鍛 鋼
29,300 22 38,690 21 9,389

(14,061) (11) (17,502) (10) (3,441)

鋼 板 ・ 鉄 構
29,448 22 64,297 35 34,849

(26,698) (20) (61,297) (33) (34,599)

樹 脂 機 械
30,417 23 36,119 20 5,701

(16,060) (12) (20,134) (11) (4,074)

そ の 他 機 械
41,598 32 43,791 24 2,193

(2,011) (2) (6,538) (4) (4,527)

地 域 開 発 事 業
778 1 726 0  △51

      (  ―)     (  ―)      (  ―)    (  ―)     (  ―)

合 計
131,543 100 183,625 100 52,082

(58,830) (45) (105,473) (57) (46,642)

（注）１．百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　２．（　）内は輸出で内数となっております。

　　　３．増減の△は減を示します。
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